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はじめに

　本稿は，経済産業省による平成15年度「IT

活用型経営革新モデル事業」に採択され同省

より助成を受けた有限会社アシスト（島根県

出雲市）の「高精度小規模店舗売上予測・立

地判定システムの開発と業務の効率化」1に

おける，有限会社アシストからの受託研究で

ある「小規模店舗売上予測システム構築にお

けるデータ選別と統計分析」に基づくもので，

その報告を兼ねたものである。有限会社アシ

ストの採択事業の目的は，地域において小規

模店舗（売場面積が約500㎡以下，衣類の場

合は1000㎡以下）が出店をする際に「適正な

利回り」を確保するために妥当な売上予測シ

ステムを構築することである。近年，地域に

おいて大規模店舗の出店が相次ぎ，地域経済

に対して大きなプレゼンスとパフォーマンス

を示している。全国チェーン展開をする大規

模店舗の調達から販売に至る戦略は，地域経

済における生産から消費までの経済循環の過

程を全国的規模のサイクルに組み込むもので

ある。それ故に，大規模店舗の出店は地域の

消費市場だけでなく，地域における生産のあ

り方までに遡って影響を与えるものである。

その中で，地域を存立基盤とする小規模店舗

が生き残っていくことは，小規模店舗だけで

なく地域経済の再生産過程にとっても重要な

課題である。この地域経済システムの分析自

体が本稿の目的ではないが，本稿の分析は地

域経済研究における課題および分析視覚を与

えるものである。

　有限会社アシストの採択事業では売上予測・

立地判定システムの構築のために，出店予定

店舗地域における実在店舗の実地調査データ

（敷地，敷形，交通量，看板，視界などの立

地条件）およびGISデータ（人口，人口密度，

年齢別人口，世帯別人口，住宅などの地理情

報データ）を調べ，売上高との相関を求める

ものであった。そこで，受託研究においては

1有限会社アシスト　小規模店舗・売上予測　http：／／www．izumo．nejp侮0707／work／syokibo．htm　を参照。
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山陰の主要都市における小規模店舗（服販売

店，コンビニエンスストア，飲食店）の実地

調査データおよび，GISデータと売上高との

相関をそれぞれ調べ，相関が高いデータの選

別を行った。そして，統計的手法により，相

関が高いデータを説明変数，売上高を被説明

変数としてExcelおよびSPSSを利用した「対

話型変数選択法（変数減少法）」による回帰

分析を行い，実地調査データとGISデータに

よる売り上げ予測の方程式を導出した。なお，

受託研究において利用したデータおよび採択

事業の成果自体が有限会社アシストに所属す

るものであり，小規模店舗売上予測システム

が同社のコンサルティング事業の中核をなす

ものであるため，本稿では，商圏実地調査デー

タおよび，GISデータ，さらにそれらの統計

分析のプロセスで算出された係数などの数値

および説明変数に関しては公表は行わない

（相関の有無の判定基準を除く）。本稿の目的

は統計分析のプロセスおよび結果ではなく，

受託研究におけるデータ選別と統計分析のプ

ロセスにおいて表れた地域における小規模店

舗の出店と存続の課題を抽出することである。

なお，本稿の公刊にあたっては有限会社アシ

ストの許可を得ており，心より感謝するもの

である。

1．地域経済における小規模店舗売上

予測の意義

　有限会社アシストの売上予測・立地判定シ

ステム開発の過程でも強調されていることで

あるが，地域経済で小規模店舗が存続してい

くために，店舗の企業経営おいて最も重要な

ことは，まずもっては「適正な利回り」を確

保することである。この「適正な利回り」を

達成するためには，総投資額における固定費・

変動費の適正化が必要となる。そして，その

前提として，「適正な売上数値の把握」＝

「妥当な売上予測」が必要となる。ここで

「妥当な売上予測」とは，誤差・危険率を把

握した裏付けのある予測値である2。

　この売上予測の調査，および立地判定調査

は，大規模店舗（売場面積が約1，000㎡以上）

の売上予測に関しては，予測値と実際値の相

関係数が普通で0．95以上となる手法が幾つか

存在する3。また，小規模店舗（売場面積が

約500㎡以下，衣類の場合はIOOO㎡以下）に

関しても今までは全国展開をする全国チェー

ン店を中心に行われてきており4，ここでは

「商圏人口×！人あたり消費額×シェア率」，

「通行量×入店率」や「座席数×回転率」な

どをもとに試算するという手法をとってきた。

ここで，前項（商圏人口，通行量など）は

GISデータなどに基づく統計的な数量データ

であるが，第2項以降（1人あたり消費額，

入店率，回転率など）は推測に基づくもので，

2前掲を参照。

3GISマーケティングシステム／大型店舗売上予測システム
http：〃www．izumo．nejp侮0707／work／04＿gis／04＿2gis．htm　を参照。

4例えばマクドナルドが独自に開発したマクドナルド地理i青報システム，McGIS（McDonald’s　Geographic　Info㎜ation

System）が有名である。McGISは同社の新規出店および既存店の販売活動を支援する高度な分析ツールであり，

これによってマクドナルド社は日本全国の細かい地域情報を瞬時に把握できるので，売れやすい場所に，新店舗

をオープンすることができる。さらに，世界中に張り巡らされたネットワークによる調達システム。いつ，どの

時間に，どのマーケットの牛肉が一番安く，品質が良いのかということをリアルタイムで把握し，購入すること

ができる（山口広太『マクドナルドの世界戦略』，経林書房，2001年，より）。
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これによって全国一斉に売上予測の試算が行

われてきた。これは商圏データなどは地域ご

との統計データを用いながら，売上予測を算

出する係数を全国一律にするとによって店舗

ごとの「目標」を定め，全国的な調達システ

ムに対応させ，実績を「評価」するという経

営戦略にとっては好都合なものであるが（ま

さにこのシステムによって「日本人の味覚を

変える」という目標につきすすんだのである

が），地域経済の特性やさらに店舗の種類や

商品の特性に対応したシステムとはかけ離れ

たものである。

　これに対して今回の売上予測の調査，およ

び立地判定調査は，既存店舗の売上要因・商

圏要因と立地判定からその地域の特性と規則

性を分析・算出し，それを元に対象店舗の

「評価」と同時にその「誤差（制度）」を算出

するものである。そこで，この売上予測は新

規（既存）店舗の売上が幾らになるのかを立

地上の確かな事実を元に論理的・統計学的に

算出するものであり，また地域における特性

にも極めて正確に対応するものである。もち

ろん上記の係数にあたる部分は地域の特性に

応じて異なるものであり，売上予測および立

地判定システムの構築に際しては今回行った

実地調査やGISデータに基づくデータ選別と

統計分析がそれぞれ必要になるが，地域にお

いて小規模店舗が存続し，さらに地域経済が

正常な循環過程を回復していくためには，地

域ごとのこの取組みは求められるであろう。

本事業ではこのための枠組み，システム構築

　までのプロセスを明らかにするものに他なら

　ない。

　　また，売上予測・立地研究とは，店舗が売

上を伸ばすのに，伸ばしやすい条件を備えた

場所がどこにあるかを判定することである・

　もちろん同じエリア＝場所の中でも店舗＝経

営者の姿勢，努力，モチベーション，また商

品力などによって売上の差は存在する。しか

し，場所によって，また店の構えによって，

経営者の努力や商品力の差異に関わらず，効

果の表れにくい立地・店の顔がある。そこで，

なるべくなら効果の出やすい条件で努力をす

るためにも，「商売上のポテンシャル」が高

いエリア＝場所を探し，選ぶのは当然のこと

である。よって本事業は店舗の出店予定地域

の売上予測および立地判定を可能にするだけ

でなく，地域において「商売上のポテンシャ

ル」が高いエリア＝場所を探し出すことを可

能にし，地域における経済政策，商工政策の

基礎的データを与え，地域経済再生の指針と

なるものである。

2．商圏実地調査データと売上高との

分析

　まず実地調査データとは，売上予測・立地

判定システムを構築する地域において既存の

実在店舗の実地調査に基づいた，店舗の立地

条件評価の点数データである。今回の調査で

は山陰の主要都市における小規模店舗（服販

売店，コンビニエンスストア，飲食店）の視

界性，動線，建物，商圏，競合性，駐車場，

交通量（さらにこれらを細かく分類したもの）

を調査員が実地調査し，点数評価を行った。

評価は調査員が項目ごとに点数をつけて段階

評価を行うものであるので，基準の統一化と

ともに調査員の経験と「目利き」も重要にな

る。

　次に，各店舗の売上高データとこれらの実

地調査データ（点数化による離散データ）す

べてとの相関をとった。相関係数の検定は，

SPSSのスピアマンの順位相関係数検定を行っ

た。実地調査データが点数化による離散デー
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タであることからデータ数が30以上（大標本）

の場合同順位補正P値（両側確率）によって

検定を行い，データ数が30以下（小標本）の

場合は相関係数rsとrsの有意点によって検定

を行った。その結果から山陰の主要都市にお

ける小規模店舗（コンビニエンスストア，服

販売店，飲食店）それぞれにおいて抽出され

た特徴点について，業種ごとにまとめること

によって，この地域におけるこれらの業種の

小規模店舗の特徴点が見て取れる。なお，そ

れぞれの相関において相関係数がO．7を超え

る（有意水準1％）場合は極めて高いと判断

し，相関係数が0．3を超える（有意水準5％）

場合は相関があると判断した。

（1）服販売店

　服販売店の各店舗の売上高データとこれら

の実地調査データ（点数化による離散データ），

さらに実地調査データ同士でも相関をとり，

その結果から抽出された特徴点は以下のとお

りである。

①視界性評価と売上高データの相関が低い。

②動線評価と売上高データに関しても総じ

　て相関が低い。

③建物評価と売上高データに関しては相関

　が高いものと低いものがある。

④商圏評価と売上高データに関しては，い

　ずれも相関が高い。

⑤競合店舗数と売上高データに関しては，

　相関がほとんど見られない。

⑥　駐車場点数と売上高データについては相

　関が高いが，交通量との相関は低い。

　以上の結果から，固定客の多い服販売店に

おいて店舗の視界性や動線からの位置は売上

に大きな効果を与えないと考えられる。これ

は交通量との関係についても同様に考えられ

る。実際にこの地域において服販売店を動線

から探すのは難しく，また店舗自体もなじみ

の客でないと入りにくい雰囲気がある。固定

客を囲い込むには適しているが，新たな顧客

を獲得する意欲には欠け，今後この地域の高

齢化，人口減が予想される中で，売上減にも

直接つながるものであり，そもそも出店の動

機にはならない。

　また，競合店舗数と売上高データで相関が

ほとんど見られない点から，服販売店では店

舗の競合よりも店舗の集中による集積効果が

働いていることがわかる。。データを競合店

舗数ごとにソートし，それぞれの売上高と実

地調査データとの相関の分析を行ったところ，

競合店舗数が増えるほど，敷地や駐車場と売

上高との相関が高くなっている。服飾店の場

合は競合店舗の存在は売上高のマイナス要因

にはならず，またそれ自体の集中度によって

直接的に売上高のプラス要因にはならないが，

集中によって生じる建物評価や駐車場評価の

上昇が売上高上昇につながると考えられる。

このことからこの地域の服販売店においては

「商売上のポテンシャル」は高いとの判断は

下せない。また，このことはこの地域におけ

る服販売店の出店と存続にとっての課題でも

ある。

（2）コンビニエンスストア

　コンビニエンスストアの各店舗の売上高デー

5全国的に見ても，旧来のダイエーなどの安いだけの品を集めたワンストップショッピングの代表である大型スー

パーが売上減となり，代わりに高くても個性を持つ店舗の集まりが注目され売上増の要因になってきている。つ

まり，「ワンストップショッピングの時代」から「専門館の時代」に変わってきており，この傾向は，特に服飾

に見られる（日経流通新聞2003年9月30日付けより）と言われているが，今回の調査でもそのことが裏付けられ
る。
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タとこれらの実地調査データ（点数化による

離散データ），さらに実地調査データ同士で

も相関をとり，その結果から抽出された特徴

点は以下のとおりである。

①視界性評価と売上高データの相関が極め

　て高い。また視界性評価を車や運転，看板

　などにさらに細分類した項目において，項

　目同士の相関も極めて高い。

②動線評価と売上高データも高い相関を示

　している。また動線評価と視界性評価の相

　関も高い。

③建物評価と売上高データに関しては，総

　じて相関は高くなかった。特に面積が負の

　相関を示した。

④商圏評価と売上高データに関しては，い

　ずれも相関が極めて高い。

⑤　競合店舗数と売上高データとの相関がほ

　とんど見られなかった。

⑥　駐車場評価や交通量と売上高データに関

　しては，今回は有意ではないが低い相関が

　見られた。

　以上の結果から，まず第一に言えることは，

固定客の多い服販売店と異なりコンビニエン

スストアにとって顧客の視界にいかにアピー

ルするかという店舗視界性は売上に大きな効

果を与えているということである。コンビニ

エンスストアに関しては元々が全国チェーン

店の一環としての出店であり，それぞれのチェー

ン店による看板などの視界性での統一基準は

存在するが，さらに各地域，各エリアでの実

情に応じた視界性の確保が強く求められる。

　一方，競合店舗数と売上高データとの相関

や，競合店舗数と他のデータとの相関もあま

り高いものが見られない。要因としては，今

回の調査では調査店舗の商圏内に競合店舗の

あるデータ自体が少ないことも考えられる。

山陰ではまだコンビニエンスストアの過当競

争が見られないということもあり，この点で

服販売店の競合性評価との結論とは異なり，

この地域でのコンビニエンスストアの「商売

上のポテンシャル」は高いと考えられる。

（3）飲食店

　飲食店の各店舗の売上高データとこれらの

実地調査データ（点数化による離散データ），

さらに実地調査データ同士でも相関をとり，

その結果から抽出された特徴点は以下のとお

のである。

①視界性評価と売上高データの相関が極め

　て高い。またまた視界性評価の項目同士の

　相関も極めて高い。

②動線評価と売上高データの相関も高い・

③建物評価と売上高データの相関も高い・

④商圏評価にと売上高データに関しては，

　いずれも相関が極めて高い。

⑤競合店舗数と売上高データの相関は，特

　に高くはなかった。

⑥駐車場評価や交通量と売上高データに関

　しても相関が見られた。

　以上の結果から，飲食店においてはコンビ

ニエンスストアと同様に顧客の視界にいかに

アピールするかという店舗視界性は売上に大

きな効果を与えているということがわかる。

また，競合店舗数と売上高データとの相関や，

競合店舗数と他のデータとの相関もあまり高

いものも同様の傾向であり，飲食店に関して

も山陰地域での「商売上のポテンシャル」は

高いと考えられる。

　なお商圏評価に関しては服販売店，コンビ

ニエンスストア，飲食店とも売上高データと

高い相関を示したが，これは後述するGISデー
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図一1　ある業種の実地調査のある評価による立地要因評価
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表一1　上記（図－1）の結果（回帰式および

　　予測値）から考えた評価基準

評価 評価基準

14～ A
ll～13．5 B

8～IO．5 C

O～7．5 D

タにおける数量的な商圏評価とは異なり，調

査員が実地調査に基づき自らの経験と「目利

き」によって点数をつけて段階評価を行うも

のである。調査員が実地調査を行う際には対

象店舗の売上高などに関するデータについて

は，調査における先入観を排除するために知

らされてはおらず，そこで商圏評価が売上高

データと高い相関を示したことは，調査員の

客観的な判断基準の正確性を認識させるもの

である。同時に商圏評価，さらに立地要因評

価が調査員の能力に負っていることも示して

いる。

受託研究においては，ここから相関が高い

データを選別を行い，統計的手法により，相

関が高いデータを説明変数，売上高を被説明

変数として説明変数の絞込みを行いながら回

帰分析を行い，いったん実地調査データ売り

上げ予測の方程式を導出した。そしての結果

（回帰式および予測値）から考えて評価基準

をA～Dの4段階評価し，立地要因評価とし

てまとめた（図一1，表一1参照）。

3．GISデータ，および統合データと

売上高との分析

　GISデータは売上予測・立地判定システム

を構築する地域において既存の実在店舗を中

心とした8分移動圏，半径2km商圏，半径3

km商圏，半径500m商圏などにおける店舗数，

店舗面積など販売に関する数量データ，男女

別年齢別人ロデータ，世帯データ，消費デー

タなどであり，100項目以上にも上るもので

ある。ところが実際にはGISデータと売上高

データとの相関を調べたところ，実地調査と

比べて相関が高いものがあまり得られなかっ
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図一2　ある業種のある商圏における商圏評価回帰分析の結果と回帰係数
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た。これはGISの圏内に大規模店舗が存在し，

その店舗の販売高が圏内の販売高において大

きな割合を占めていることが考えられる。例

えば服販売店に関係が深いと思われる衣類の

販売データに関しては，売上高データとの相

関係数が負になるものもある。調査店舗の商

圏内に大規模店舗が存在すれば当然ながらそ

の商圏において店舗面積や販売額において大

きなシェアを占めることになり，全体の売上

高との相関は高くなる。これは一方でその商

圏における小規模店舗のシェアを排除するこ

とになる。特に今回の小規模店舗調査では大

規模店舗に店内出

店している小規模

店舗は対象となっ

ていない。実地調

査データと売上高

データの競合店舗

数の評価（実地調

査の場合は小規模

店舗同士の競合店

舗数しかカウント

していない）で見

られた高い相関関

係が，大規模店舗

との関係では見ら

れない。そのこと

がGISによる商圏

の客観的な数量デー

タとその分析によって明らかになるのである。

　そこで，小規模店舗におけるGISデータと

売上高データの相関分析に際しては，これら

の大規模店舗の要因を極力排除するため，競

合店舗数（大規模店を含む）でソートを行っ

たり，人口データに関しては年齢別の実数で

はなく構成比率で行ったり，出店余力＝ポテ

ンシャルに関するデータを重要視したりして

相関分析，回帰分析を行った。抽出された説

明変数に関する具体的な分析は差し控えるが，

分析の方法としてはGISデータを標準化した

上で実査データと適合させるために0～3の
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4段階評価に換算し，SPSSの回帰分析→変

数減少法によって残った説明変数を強制投入

して回帰分析を行った（図一2参照）。

　さらに，最終的に実地調査データともあわ

せて，実地調査データとGISデータからなる

売上予測式の導出については，実査データに

ついては立地要因評価の変数を使った。なお

GISデータについては8分移動圏，半径2km

商圏，半径3km商圏，半径500m商圏のそれ

ぞれのGISデータを標準化した上で実査デー

タと適合させるためにO～3の4段階評価に

換算し，一つのファイルに結合した。そして，

結合したファイルをそれぞれSPSSを使って

回帰分析を行い，全体のデータを変数減少法

によって分析したもの中から最も調整済み

R2乗値が高いものと，組み合わせ分析（実

査データを強制投入しGISデータを変数減少

法で分析したもの）のR2乗値を比較して，

R2乗値が高いものの分析結果を採用した。

4．小規規模店舗売上予測システムと

地域における小規模店舗の課題

　以上，小規規模店舗売上予測システムを構

築する際に，調査員の実地調査に基づく実地

調査データと，客観的な数値を基にしたGIS

データとの，売上高データにおいてそれぞれ

お相関の高い項目の抽出が行われたわけであ

るが，実地調査データのほうが総じて高い相

関を示した。もちろん調査員の調査において

先入観は排除されて行われているため，それ

だけになおさら調査員の客観的な判断基準の

正確性を認識させるものである。そしてこれ

はGISデータの客観性を疑わせるものではな

く，GISデータの場合は大規模店舗の販売デー

タも入っているために，大規模店舗による商

圏のシェア占有を正確に反映したものでもあ

る。地域における大規模店舗の出店は確実に

地域の市場シェアを奪っており，大規模店舗

の集客効果があったとしても，それがそのま

ま集積効果につながらない業種も存在する。

大規模店舗進出の流れをそのまま押しとどめ

られないとするならば，大規模店舗のフロア

内に出店するという選択肢も求められる。た

だしその場合にも大規模店舗同士の競合によ

るシェアの奪い合い，業績不振による撤退と

いった事態6も現実となっているため小規模

店舗自身も大規模店舗の売上予測からは目が

離せない。

　また，小規規模店舗売上予測システムは地

域における特性に対応するものであるが，係

数を求めるにあたってそれぞれの地域に対応

した実地調査やGISデータに基づくデータ選

別と統計分析がそれぞれ必要になってくる。

後者に関しては既存のデータが利用できるが，

前者に関してはその地域において独自に追加

調査を行う必要がある。特に今回の実地調査

における正確性からこの実地調査の役割の重

要性（特に調査員の能力の重要性）が浮き彫

りになったと言えよう。いずれにせよ売上予

測の対象とする小規模店舗の実地調査は必要

とされるのであるから，これと併せて地域に

おいて小規規模店舗売上予測システムを構築

する際に調査員の能力を中心にした実地調査

6例えば2002年の大手スーパー，マイカル（大阪市）会社更生法手続き中で出雲サティ（出雲市今市町）の撤退に

よって「出雲パラオ店」が閉鎖の危機に追い込まれた（後に大手スーパー，イオン（千葉市）の出店によって

「ジャスコ出雲パラオ店」の名称でオープン）。また，松江市内では初の郊外型ショッピングセンターとして1981

年にオープンした「アピア」（松江市黒田町，店舗面積9，500平方メートル）の経営母体である原徳チェーン本部

（安来市赤江町）が2004年に民事再生法の適用を申請し，「アピア」は同年9月には一時閉鎖の事態に追い込まれ

ている。
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の役割の重要性が明らかとなった。

　最後に，売上予測・立地研究は，実地調査

データと統計上のデータに基づいて「商売上

のポテンシャル」が高いエリア＝場所を探し

出すことが目的である。実際の売上高の向上

には経営者の姿勢，努力，モチベーション，

また商品力などが欠かせない。売上予測・立

地研究はそのための基礎的データを理論的・

統計的分析に基づいて与えるものであって，

そこから小規模店舗の課題，地域経済の課題

を抽出し，経営改善に向けたコンサルティン

グ能力が，今後地域において官民ともに必要

になってくる。
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